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沖縄における日本円の消棋

一一一B円草崇のメカニスム

小野一一郎

第2次大戦後における沖縄通貨制度の変化は，最終的には1958年9月のドノレ

切替えに，その終着点(一応の)をみるのであるが，沖縄通貨制度の特質その

ものはすでにその前史である B円体制の下においてはじまっていたc だから沖

縄通貨制度の特質にふれるためには，まづこのB円体制からはじめるのが順序

であろう。なぜならそれはなによりもまず沖縄における日本円の消滅=沖縄の

日本円圏からの分離としづ重大な歴史的使命を荷うものであれさらにその後

の展開への基盤壱形造るものだったからである。

1 B円体制の確立

B円土は， 1943年.8月米軍が日本領土への進攻壱予定し，ぞのための準備止

してワシγ トY紙幣印刷局において製造された円表示のB号軍票である。当初

乙の軍票は作戦遂行上の理由からAB二種類が準備されたといわれる。その主

な理由は，たとえば九州地方ではB円を，関東地方ではA円を用いる場合，九州

占領後，日本軍が九州を奮回しB円が使えなくなっても，なおA円は使えると

いった慎重な考慮にもとづくものであったとされている。(宝村信雄 rB円物語
一発行，制度，政策及びその変遷 J，琉球銀行調査部編「金融経済.n1957年1月号所収)

沖縄の通貨はこのB円軍票によって，その後1948年6月に統一され，以後こ

のB円軍票が唯一の法貨となってドル切替えまでつづくのであるが B円軍票

の専一的法貨性は最初から確立されていたわけlではない。

沖縄侵攻4ヶ月前の194厄年i月6日米作戦命令第7号「軍政に関する命令J

中の「通貨」に関連する事項を拾ぜ、上げてみるとつぎのような規定がある。

(a) B円は法貨として日本銀行券の補助に用いる。 B円と日本銀行券を同価
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値として相互に交換できる。

(b) 米本国ドノレは法貨として流通しない。本国ドノレを占領地で発見したらこ

れを没収する。

(c) B円と本国ドノレとの為替レートを10B円対1ドルとするへ このレート

は軍職員への俸給支払及び会計報告等一切に適用するものとする。

(の軍司令官は占領軍の使用する円通貨のすべてを管理統轄するものとする。

(e) 上陸前に海軍支出財政官及び財政担当壱命ぜられた各指揮官はすべての

米本国ドノレを B円に交換し，各戦闘軍将兵の需要に応ずるものとする。(同

土『金融経済~)

本 宝村信雄氏は前掲論主において，この 1 ドル~10B円の規定について， 194C年で

1ドノレは約28円(日本円)の割であり， 45年には 1ドルは50円以上の相場でもよか

ったのだから 1 ドル~10B円としたことは非常な円価値の尊重であれまた円通貨

の流通壱禁止せず，両者の併用を考慮した己とをもって米国の国際法準拠への誠意

を表わすもの，日本円の尊重を示すものと高〈評価されている。しかし両貨併用は

ノ軍票という性格から出てくる当然の規定であり，またレートはドノレと B円に関する

ものであって，日本円に関するものではない。また現地経済にとってはB円をもら

3てもこのレートでドルにかわるものでもない。レートは米軍内部でのものにすぎ

ないのであコて何も円が尊重されたわけではないロ現地経済にとってはも GB円が

F ばらまかれて物資が徴発されればそれだけ物価が上がるだけだろう。 B円はそれ自

身の価値規定(それ壱入手した米軍以外の者に対する)を欠如しており，このよう

な軍票は別に軍票史上誇りうるものではないのである。

この段階ではB円軍票は上記の規定にも明らかなように，軍票そのもの，つ

まり強制]徴発証券としての資格において規定されており，しかもこの場合同と

して， したがって日本通貨〔円)の流通壱無効とするものではなしむしろ日

本の流通園に浸透することが意図されているのである。軍票を，この場合ドノレ

軍票としてでなく B円軍票として占領地域の通貨単位の軍票を発行した ζ と

I は，軍票を償還する場合の負担の軽減をあらかじめ予定したものと思われる。

(ドノレ軍票の場合， ドノレ請求権として現われるから。〉

だから当時においてはドルは勿論の乙と， その後に現われたMPC (ト勺レ表
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示軍票)もなく， 沖縄の通貨としてはアメリカ軍も B円壱使用する円闇(円

及びB円)だけが予定されていたわけであった。

しかし1945年 3月の米軍の上陸以来，沖縄の戦場化は沖縄経済を急速に破壊

し，特に沖縄本島の住民生活は米軍放出の無償配給または役務に対する現物

給付， 物々交換という形で営まれ， 約1年間貨幣経済は停止状態となった。

(琉球銀行『琉球銀行十年史~ 1962年， 257-258頁，以下『琉銀十年史』と略す)

戦後の沖縄で貨幣経済が復活したのは1946年 4月以降である。 1946年 4月15

日付の軍の布告によって，北緯30度以南丹南西諸島の法貨はB型軍票，新日本円，

証紙貼旧日本円とされ，それによって住民が戦前から所持する旧日木円及び補

助貨はすべて回収され，代りにB円軍票が 1対 1で受付きれた白(第1次通貨安

換←ー第l表参照)これと同時に賃金制度，生活物資の有償配給制度が実施され，

住民経済の中lこ次第に通貨経済が復活するにレたった。

第1蓑第1次通貨安換高(1946年4月15日-28日〕
(単位千円，未満切捨)

1旧白銀券回収両 IB軍票交付両 |差引封鎖預金晶

沖縄 62，389 20，761 41，627 

大島 82，460 82，460 

宮古 18，752 17，455 1，297 

八重山 9，883 9，883 

言十 173，485 130，560 42，925 

(注) 沖縄における交換は世帯主l人100円j 家族1人につき50円の
現金交換しか認めず!超過分は封鎖預金とした， (前掲『琉担十
年史J258買による。 但し八重山のB軍票交付高はj 吉野俊彦
『琉球旅行記J1960年， 285頁による。)

第1次通貨交換後4ヶ月たった同年8月，軍政府は突如再び沖縄本島と周辺

の離島にかぎって第2次通貨交換を実施した。 (8月5日-20日〕これはB円軍票

を新日本円に交換するもので(交換比率1対1，封鎖なしの全額現金交換，交換高

75，945千円)i この交換によって琉球列島の通貨は，沖縄本島では新日本円に統

一され，奄美大島，宮古，八重山ではB軍票及び新日本円が併用されるように

なった。 9月15日沖縄本島以外の他の南西諸島にも同様の布令が出されたが，
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新日本円不足のため全面的に交換できず，併用が継続されることになった。

1946年7月以降本土在住沖縄疎開者の引揚げが実施され，それにともなう引

揚者の日本円の持込み，また当時日本のイ Yフレ-vョ Yよりも沖縄のイ Yフ

レの方がおくれて沖縄の通貨価値の方が高かったため密輸によって新日本円が

流入したこと，さらに賃金制度の実施による寧円予算の支払超過など仁よっ

て，通貨量は急速に増大した。軍円予算の増大は日本政府が連合国占領費負担

(終戦処理費)のために支出した新日本円の一部が琉球列島占領費として支出さ

れることによって生じたu 生産の未回復と貿易の中絶という状態の下で，通貨

の増大はインフ V を急速化した。(前掲『琉銀十年史n121. 261頁)

その後1947年 9月には再び北緯30度以南の南西諸島の法貨として新日本円の

ほかにB円軍票をも併用すること，つまり沖縄でも B円が再び法貨として指定

され 3 従来の二本建通貨制度にもどった。(向上 6頁)

1946午後半期以降のイ Yプレ-y三 yの進行による物価騰貴，琉球lこおける

各群島問の通貨の不統一，また全琉球的規模の金融機関'の欠如など琉球経済の

復興，占領政策の遂行を阻害する険路壱克服するため，全琉球を単Lーの通貨制

定の下におき，イ y フVーγ.'-'を抑圧し，各群島聞の経済交流を増大せしめ，

自由企業経済の実施に対応する金融機構を整備することが政府施策の目標にさ

れるにいたった。ここに軍政府当局による琉球銀行の創設と第 3次通貨交換が

実施されることになった。(向上.122頁)

1948年 5月4日軍政府布令第1号による「琉球銀行条例及び同付則」に基づ

いて設立された琉球銀行(Gl0/0軍政府出資〕は唯一の商業銀行として， また一面

では発券業務を行なわざる牛央銀行としての機能をもち，従来各島に設置され

ていた中央銀行，民政府銀行を接収統合し，ここに全琉球銀行の統合=一元化

壱実現したへ

器 琉球銀行条令は，その起草に当って米国の植民地であった某地(フィリザピンと

いわれる〉における中央銀行の条令をほとんどそのまま転用したものとされている。

(向上.271買)

同年7月軍政府特別布告第29号によって第3次通貨交換が行なわれ，さらに
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8月には軍政府門予算均衡化方針が明示され，イ yプレーショ Y の進行が抑制

されることとなった。第3次通貨交換 (1948年7月16-20日)によって， 新日本

円及び旧B円軍票が回収され，代わりに新B円軍票が交付された。

第3次通貨交換はi中縄本島で使用され

ていた日本円の使用壱停止し，全琉球の

通貨をB円軍票に統一することを目的と

するものであった。この結果日本門の流

入による通貨の増大は阻止され，全琉球

がB円の下に統一されることになコた。

同年7月20日軍政府布令第30号によって

B円軍票は琉球における唯一の法定通貨

とされ，ここに琉球諸島は固有の通貨を

もっ独立した経済圏を形成することにな

った。(向上， 16頁:， 283頁)

第2表第3次通貨突換高
(1948年 7月16-20日)(単准ー千円)

地方別|交換高崎|突換高圃 l

沖 縄I362，066 I 398，819 
大島I150，481 I 150，481 
宮古八重山 85，398I 121，142 

語Hト I 579，946 I 665，443 

(注) 交換高(A)は前月晶『琉銀宇年史J122頁
記載の琉球融行調べの盟字。
交換荷闘は前掲『琉球旅行記』所載の
l琉球の経掛金融に関する重要統計]中に
記載された琉球銀行東京事務所調査によ
る数字。同書， ~~6頁。この相違は前者ワ

まり(A)は日本円の交換高だけをかかげ
後者は旧民円に対する火換高を含ん口、
ることによるのであろうか。

このB円による通貨制度の統ーを基礎とし，同年11月には軍政府特別布告第

33号により，これまでの配給機構の官営制度が廃止されて，自由企業制度が実

施され，一般に私的企業活動が戦災による混乱から次第に回復に向うことにな

った。さらに通貨制度に関連する重要なる措置として，このB円による通貨の

統ーを基礎とし，翌1949年4月には軍政府によって外嗣為替資金制度=i商業

ドノレ資金」制度が設定され，琉球側住民の稼いだドノレ収入が同勘定にプーノレさ

れるようになった。(同上， 20頁〕

翌1950年 4月には軍政府布告第6号によって.B円の対ドノレ単一公定レート

(1，ノレ=120B円)が設定され，沖縄経済は国際経済と一層深〈結びっくこと

になった。(4月ロ回実施。注買相場は公定相場の上下1%の範囲内で決定される。

この結果B円と日本円の関係は 1D円ー 3日本円となる。)*

この通貨政策の安定と単一為替νートの確立の基礎上に，同年10月末には布

令第26号および指令11号により「琉球列島の貿易及び外国為替の管理」に関す
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る規則が制定され， 1951年 1且には外貨予算が公表され，同年2月には民間貿

易が再開され，つづいて4月には米国援助資金を一層効果的に活用し，その会

計を明確にして運用する目的をもって，民政府により「見返資金制度Jが確立

された。(向上， 9頁)

キ B円とドノレとの交換比串は占領当ィヲJは1ドル対1GB円であった。 1946年6月の後

にのベるMPC制度発足以来B円の対ドルレートは一般に1ドル対50B円の割合で

換算されていたが，貿易取引では必ずしも一定の比率は通用きれず，各物資毎に適当

にきめられていた複数レート制であった。 195C年 4 月より 1 ドル~120B円の単一

レートになったが，それも全部直ちにそうなったのではなく米，薬品等の必需品に

は過渡的に低いレ トが適用された o (河上，124頁。なお『金融経済』前掲論文)

48年のB円による統一， 49年の「商業トソレ資金」制度の設置， 50年の単一為替

レートの設定，ならびに51午の見返資金制度の確立によって，米民政府 (19日年

12月5目付をもって軍政府は形式上民政府に改められた)による通貨管理制度はーヲ応

整備完成壱とげることになるのである九

キ 1953年12月2日，これまでサンフランシスコ講和条約第3条により直接アメリカ

の施政権下にあった南西諸島のうち，戦略的価値の比較的低い旧鹿児島県大島郡(奄

美群島)が返還された。〆その結果奄美群島(大島豆島)のE円は日本円に突換され

た。交換高 193，975千B門を581.p22千日本円に交換。 日本円と交換され， 日本の

所有正なっ介E刊の償還はドノレ争点って行なわれず，奄要士島に手町当Lたガリオア

援助金と相殺された。(~琉銀十年史j 133頁。なお宝村信雄「ドル切替物語」前掲

『金融経済j195~年10月所収)

このB円体制下の通貨発行制度の特徴についてはのちにふれるが，その前に

B円体制の確立過程において注目すべき 2，3の点にふれておきたい。

(1) B円による統一は同時にB円の唯一の法貨としての確立~B円による排

他的支配を意味するものであれその結果通貨的に沖縄と日本との分離が完成

したことである。したがってそれは単にH本円の流入によるイ y フレ防止以上

の意味壱もつものであった。このことはアメりカが沖縄の長期的な直接支配を

決定したことを意味している。

(2) このような変化は沖縄だけのものでなく，アメリカの日本占領政策にお
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ける変化と直接に関連するものであった。 1948年初頭以来対日政策は日本経済

の自立達成が強調されるにいたれいわゆる「経済十原則J0948年7月20日)

極東委員会の「貿易促進策J (同12月6日)をへて「経済安定九原則J(12月四

日)へと発展していった。アメリiカ政府によヮて指令された経済安定九原則は

欧州援助計画(マーシ守 fレプラシ， 1947年7月計画， 1948年4月成立) においてア

メリカの被援助諸国との問に結ばれた事務協定のイミテ-.:;/ョ yであった事実

より推定しうるように，それは米国の世界政策の日本への適用であり，いわゆ

るドヅヂ・ヲイ γ の名で呼ばれる安定計両はこの九原則の具体化であり，その

帰結はインフレ収束，超均衡財政の実施， 1ドノレ=360円単一為替レートの設定

(194日年4月25日実施)，対日援助見返資金の設置 ( 4月30日公布4月20日tこ遡り施

行)であった。

1949年12月1日「外国為替および外国貿易管理法」が公布実施され，同日，

「外国為替特別会計Jが独立し，また民間貿易が輸出については12月1日よれ

輸入についても50年 1月1日かち許可される乙とになった。その他総司令部の

監督下に外貨予算が編成されるようになれこれと関連して総司令部管理の商

業ドノレが政府移管となり，外国為替管理委員会に権限が委任されるととになヮ

た。(ただしドル資金の日本政府への全面的移管は19日年8月)それらはいずれもア

メリカの指導下に日本を「極東の工場Jとして再建し，日本経済をトソレ・ブロ

ックの安定的な構成要素にすることを目的とした措置にほかならなかった。

以上の日本の動向を沖縄と対比するとき，イ YアV収束については日本より

沖縄の万が先行し，単一為替 νート設定につし、ては沖縄よりも日本の方が先行

してし、るというように前後しているものもあるが，全体として，両者がきわめ

て密接な関連の下に置かれていることを了解することができるだろう。

すなわち，それは沖縄を円圏から分離独立した上で，ぞれをアメりカの直接

支配の下に掌握することを，行政面ばかりでなく通貨面からも確立するこ k壱

意図したものであったととは明らかである。もっとも誤解壱さけるために一言

すれば，このととはアメリヵが日本土沖縄との経済的関係の断絶を意図するも
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のであったわけではない。通貨の同一性を通ずる影響を断絶し支配体系を完成

したのである。

(3) このような動向の原動力が， 1947年 3月のトノレーマγ ・ドクトリ γの宜

言対ツ封じ込め政策」の採用以来激化するにいたった米ソ冷戦の進行，中

国本土における国共内戦の進展ならびに国府軍の敗北の明白化が日本ならびに

沖縄の(小笠原をも吉めて)の軍事的価値を，この段階において，アメリカに再

認識せしめたことにあったととは指摘するまでもないであろう O

たとえば1948年 1月6日アメリカのロイヤノレ陸軍長官はサソフヲ y、ンスョで

「日本を広範囲に非軍事化しようとする当初の方針から，今後極東におこるか

もしれ阻新しい全倖主義の脅威に対し防壁の役目を果すのk十分に強力な民主

主義春宮ず雪トげる方針へと対日政策を転換するJと声明し， (~朝日新聞』昭和

23年1月8日AP電〉つづいて 1月21日極東委員会のアメリヵ代表マツコイ少将

が「日本の経済自立」を強調して，対日政策の新しい方向づけ壱行なったこと。

また沖縄をたんに従来のように日本に対する監視基地としてだ付ではなく，ア

ジアにおける共産主義に対すjる墓地としてアメリカの安全保障上重要であり，

援助壱与えて復興せしめねばなら四ことが， 1948年 5月米下院歳出委員公聴会

で米陸軍省当局者によって強調されていることなど。(宮里政玄『アメリカの

沖縄統治~ 1966年， 13頁)これらのことは1945年にはじまる対日政策ならびに沖

縄政策の新しい段階への移行を物語るものといえよう。またそれが1949年10月

の中華人民共和国の成立， 1950年6月にはじまる朝鮮戦争によって一層確定し

たコースを辿ることになったことは勿論である。沖縄基地化の本格化，具体化

は一般に1949年の後半以降とされているが，その端初はすでに1948年のB円に

よる統ーにそのメノレクマ ノレをみることができるのである。

(4) B円の性格についてはつぎのことが指摘されねばならない。 B円はすで

にE円体制の確立過程において明らかなように，最初は強制j徴発証券=軍票と

して日本通貨の流通圏に附加的に入るととを予定されて出現したのであるが，

結局B円は日本円仁代わって，唯一の排他的通貨として流通せしめιれるこ E
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になった。その間.1946年 6月(同年4月の第1次通貨交換の2ヶ月後〕アジア地

域においてこの旧来の軍票制度が廃止され，新たにMPC制度が設立されるこ

とになった。(ヨーロッバでは4月)MPCはドノレ表示の草支払証票(性格的に

はMPCは軍人専用ドノレ小切手とし、えよう〕であり， アメリカ軍人，軍属しか使用

できr.現地住民(この場合沖縄住民)の使用は厳禁されている。 MPCはアメ
リカ本国では通用しえず，米国領土外で駐留するアメリカ軍人らは俸給その他

の支払をこのMPCでうける。(交換率は本国ドルと 1対 1) MP Cは軍事郵便

局ないしアメリカソ・エキスフ。レス軍用銀行をとおして為替送金できるし，満

期帰国の際は本国ドノレに安換宵れる。りろんそれによって軍施設内で米ドノレと

同価値で物資を購入することが出来る。 MPCは現地通貨と引替えなければ現

地経済圏に入り得ず，またMPCを現地通貨にかえれば，再びMPCに転換出来

ない立前となっている。(宝村前掲論文『金融経済JJ1957年1月号所収)

このMPC制度の採用と同時に，日本，ヨーロヅバではドイツ，イタリーな

どで，これまで使用されていた現地通貨表示の軍票は，それぞれ当該国の政府な

いし中央銀行の発行する通貨と取替えられた。(それは軍票償還義務の被占領国へ

の負担転化=ドル節約を意味する) 沖縄における第2次通貨交換は，おそらくこ

の軍票制度の変化にもとづくものであろう。占領軍費用が被占領国の責任にお

いて調達される限り，戦時下のように，強制徴発証券を発行・行使することは

必要もないし無用の混乱と摩擦を発生させるだけである。またB円をばらまけ

ば，軍用交換ノレ トを通して B円の大規模なドノレ転換が発生する危険もある

から，この措置はむしろ当然といえるであろう九

キ E円軍果は日本本土でもはじめ占領軍の軍票として一部使用されたが，その後間

もなく総司令部と政府との取極めによって白木銀行券，政府紙幣ならびに硬貨つま

り，日本通貨が使用されることになった。 (1945年9月16日大蔵省戸明.r朝日経済年
史』昭和20-21年版.1947年.49頁)しかしこの取極めはB円が日本円圏に入る場合の

取極めであり .B円そのものは46年6月まで日本においてもアメリカ軍内で発行流

通していたのであろう。さきの宝村論文の旧軍票廃止の時期の記載があやまりない

とすればこう理解する以外にはなしL
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ところが沖縄では制度土存在を失ったはずの軍票B円が，第2次通貨交換に

おいても完全に日本円にかわらず，最後的には日本円がB円に替えられ B円

のもとに通貨統ーがなされたのである。 だから46年8月の第2次引替え(新日

本円への引替え)は， まだ沖縄の地位が確定せず (1946年1月の総司令部の覚書

によって， すでに北緯30度以南町南西諸島の行政権は， 日本から分離されていたが)

まだ沖縄の軍事的支配z 基地化に関して確定的な態度を決することがソピエト

を刺戟することになるの壱おそれた段階での茶番であったとも思われるu

B円による統ーによって B円は軍票という形のままで，同時に沖縄地域に

おいて，排他的独占的に流通する法貨の地位に上昇し，さらにのちにのべるよう

に，それはドノレ準備発行通貨=ドノレによって管理される特殊な管理通貨へと性

質を変化せしめられたのであ畠 o (B門の軍票的性格から法貨的生格への変質につい

ては，なお『東京銀行月報j1953年7月号所収「琉球経済事情j参照)

だが旧B円と新B円つまり最初の軍票B円と新たな性格を附与されたB円と

の本質的差異として注目すべきは，旧B円が円と同質のもの，その流通領域を

ひとしくするもの，つまりそのままの姿で強制的にではあるが現地通貨圏に侵

入することを予定されたものであるのに対して，新B円が，たとえ最初は日本

円と引換えに発行されたものとしても，もはや日本円と異質の通貨として，日

本円を排除・消滅させることによって，流通を専有するもの，つまり円との絶

縁を宣言し，独自の通貨圏を形成するものである点にある。このことはなによ

りも銘記古れねばならない。

同時に軍票そのものが独占的法貨的地位を他国の領土である地域において確

立するということが，世界通貨史上はもちろん軍票史上においてさえその前例

をみない不合理な代物であることに着目すべきであろう。 B円は法貨であると

いう， しかし平和時において， 議会のE式承認争うけていない(当のアメリカ

議会の承認さえなし、)ような軍票を専一的話法貨とするところが沖縄を除いてど

こに存在するか。



沖縄における日本円の消滅 (11) 11 

][ B円発行制度の性格

B円体制は1948年7月のB円による通貨の統一.49年4月の商業ドノレ資金制

度の設置. 50年 4 月の単一為替レートの設定 (120B 円 ~1 ドノレ). 51年4月の見

返資金制度の成立によって確立することはすでにのベた。

したがってここではこの段階(つまり E円体制の確立)以後ドル切替えまでの

B円通貨制度の特徴を発行制度の側面からみてみたいと思お

もちろんB円の発行権は沖縄人による琉球政府ではなく，米国民政府である

が B円の増減のメカニズムは主として二つのノレート，すなわち「商業ドノレ資

金」と「見返資金」の運用(のちには民政府頂ヶ金の運用)の結果として生ずる。

この他に琉球側の琉球政府の財政資金撒布・引揚があるカらこれは既発行B円

の流通内部に関係することでここでの主たる問題ではなし、がろう。そこでまず，

E円発行の根幹をなす「商業ドノレ資金jの運用からみることにしたい。

「商業ドノレ資金Jとは，琉球の輸出，貿易外収入なかんずく基地収入(基地建

設工事その他アメリカ軍人軍属および外国人に対する労務，サーずィス，物資の提供の対

価の受取)あるいは海外在住者の送金などによって増加し， 沖縄の輸入その他

の対外支払いによって減少するドノレ資金であれこれを管理運用するものは米

民政府である。との場合B円は商業ドノレ資金の増減にしたがって伸縮する。つ

まり沖縄側の輸出ないし労務提供→ドル収入増(ただしこれは直接沖縄人に支払

われず，かわりにB円が支払われる)→B円増(つまり E円発行).輸入の場合はこの

反対のコースをたどって B円が吸い上げられ→ドルが減少する。だから，こ

の制度の下では|商業ドル資金J 勘定の残高(ドル残高)の 120 倍(1ドノレ ~120

B円であるから)のB円が発行額〔浅高)となることが機械的にきまるわけであ

る。(前掲『東京銀行用報』所収「琉球経済事情J)

いいかえればB円はつねに 100'10のドル準備にもとづいて発行されることに

なるわけである。したがってこの制度のもとでは国際収支差額が「商業ドル資

金」残高(ドル残高〕の増減をとおして，直接に通貨量を規定するととにな札
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通貨の伸縮は圏内取引とは独立して，国際収支によって規定されることになる。

だからここでは古典的な金本位制の想定した金本位ゲームのノレール遵守によ

る国際均衡化メカニズムへの信頼と重視が，まさにこの場合 1000/0外貨準備制

度という形を通して，もっとも厳密にその保持を強制装置されていることにな

るわけである。己の発行制度はかつぐの植民地幣制の英印型(米比型とし、っても

よい，インド，マ ν ，ァィリヲピンなど)金為替本位制に特徴的であった全額準

備制〈ここでは日本， アラン月， オランダなどの植民地通貨制度とちがって， 発行権

をもった中央銀行の欠如を特徴とし，発行権ほ政府当局により直接掌握されていた〉

にその原理壱求めることがで官る内しかし，沖縄の場合特徴的なと止は， ドノレ

を管理するものがアメリカそれ自体であヮて， しかも沖縄住民はドノレを自由に

入手するとともいわんやドノレ壱金に転換することもでき止ないわけであるから，

この制度は 1000/0トソレ準備通貨制，いわゆるドル為替本位制といえても，原型

とは異なった一層不安定な，かつ閉ざされた性格〈一層きびしいし

ものといえるであろうh。もつとも大恐慌以後の金本位停止下の，就中第2次大

戦勃発以後の本国通貨と結合した植民地の 1000/0為替準備制(たとえばマレー，

香港，フィリッピγなど)はすべてこれと同じ性格をもっていたといってよいが。

沖縄の外貨収入はほとんど 6，7割内外壱基地収入に依存し，残りを日本との

特恵関税による一次産品(黒総パインアザプノレなど) の輸出と海外からの送金

に依存している。(後掲第3表参照〕だからひとたび，これらのドノレ収入が減少

ずれば，たちまち所得の減少と国際収支の困難にみまわれざるをえない。しか

もその場合そのし、ずれもが，その困難を回復すべき需要の価格弾力性を期待で

きないのはもちろん，供給側の弾力性も極めて狭陸な性格のものであるから，

1000/0準備制にもとづ〈自動的回復力は働く余地をもたないであろう。

沖縄の基地化ならびに地域の狭小性・後進性は通貨発行制度を国際収支に結

、合することに上って，一層生産諸要素の配分の偏筒的性格，つまりドル収入に

結合した基地依存，観光事業などサーヴィス産業，および特恵によってのみさ

さえ白れる一次産品への産業構造，雇用構造の偏僑と，ぞれから生ずる自給度
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の減少，輸入依存度の増大=いわゆる import-sensitiveeconomyの強化を生

み出し(それは沖縄の場合，輸入の価格弾力性を小さくし，交易条件を悪化せしめる要

素でもある)，沖縄経済の体質を全体として高度の対外依存型に編成替えしてい

くのである。

たとえば戦前半均(1934-36年)の沖縄の国際収支構造は，受取総額の59.90/0

が輸移出で占められていた。その他郵便為替払渡しが16.80/0，国庫支出14.7':10，外

国送金8.6%の割合であれ支出面では総額の74.5%が輸移入，国庫納入額13.2

4も，郵便為替提出しが12.2%であヮた o これに対し1957年をとってみると円セー

ル(基地収入)が受取総額の62.2%，輸出は15.4%，海外送金など22.3c;も，一方支

出は輸入が92.3%を庄倒的比重を占め，輸入額は輸出額の6倍という薯しい不

均衡壱示し，差額壱円セーノレ=墓地収入ですべてカバーするという戦前とは全

く異質の国際収支構造の歪みを示していもまた通常貿易依存度Eよばれる貿

易額(輸出輸入)と国民所得の比率も年々増加し， 1957年には輸出に円セー

ノレ壱加えるといずれも 70%内外の数字となっている。(~琉銀十年史j 24， 35頁)

追加的な通貨発行の始発要因がドノレ収入にだけおかれ，また所得の始発要因

もドノレ収入に大きく依存しているわけであるから，沖縄のような狭院かつ後進

的な経済の場合，基地が拡張され耕地が失われ，自給度が減少すれば，一層こ

のような構造が強制されるのは必然ともいえる。

このような構造の場合，当局は外貨残高をとおして常に決定的な支配力を行

使できるだろう。もとより，沖縄において信用制度が高度に発展し，預金通貨

制度の発展が現金節約と同時に通貨流通速度を上昇せしめる場合，あるいは沖

縄に豊富な金が産出されるならば，このような狭隆な発行制度のもつ制約を免

がれることができるであろう。しかしーのようなことが現実に存在する条件が

ない場合，外貨残高から生ずる制約は不可抗的なものとなるであろう。

さらに上にのべたように，沖縄において金は生産されないのであるから，通

貨量を零に近づけないためには，つねに国際収支残高はプラスでなければなら

ない。強力な輸出産業でもあればとにかしそのような条件が欠如している沖
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縄にとってはドノレ収入を自発的に増加できないのであるから，外貨残高を通ず

る支配力の行使は極めて容易であると共に，沖縄の従属性，依存性はこの場合

一層強化されて現われることになるであろう。

以上簡単に沖縄の通貨発行制度の基軸である「商業ドノレ資金」の運用形式と

その性格についてのベた。すでにのベたようにιの発行様式にしたがえは外貨

残高は発行高に等しくなければならないし，またなるはずでめる。ところが現

実には外貨残高(ドル残高)をB円に換算した額〈発行制度から自動的に決定され

る通貨量) と現実の通貨発行量とを比較してみるとつねに発行高の方が外貨残

高をはるかに下廻っていることがわかる。(第3，4表参照)

この疑問を解決するものが先にあげた米民政府による「見返資金」の運用な

のである。 っきfにこの点にふれることにしよう。 1見返資金」は 1950年12月

5日の「琉球列島米国民政府に関する指示」にある「ガリオア及びエロア物資

(対外援助物資)の売上金から得た資金の全額を積立てて別個に見返資金化する

ことJから発足したものである。(前掲「琉球経済事情J)

第3表 、仲縄国際収支の推移(1951~57年) 〈単位千ドル〉

R 
受 取 支払 収支年末ド

貿易| 貿易外 | 貿易 | 差引 ノレ外貨
(輸出)円ルセ 1海送外金 1その他1小、計 合計(輸入)貿易外合計 ム払超保有高

1951 3，682 18，623 373 905 19，901 23，583 16，321 47 16，798 6，785 14，704 

52 4，985 45，704 900 2，397 49.002 53，987 40，0日3 2，032 42，035 11，951 26，655 

53 7，403 51，204 692 2，006 53，902 61，305 57，875 3，542 61，417 ム 11226，542 

54 7，391 46，940 572 7，642 55，154 62，545 56，483 4，307 60，790 1，754 28，297 

55 13，185 49;930 756 10，970 61，656 74，842 63，呂85 3，678 67，563 7，278 35，576 

56 20，362 47，137 1，194 27.135 75，466 95，829 87，850 G，533 93，383 2，445 38，021 

57 15，652 63，065 1，739 20，909 85，713 101，365 94，096 7，900 101，996 ム 63037，391 

(注) (1) 受取欄中のその他の項目には恩給年金運賃保険投資その他サグ4スを含臼。
(2) 57年の円セ ル中には括払士世代を古む。円 t-，レはいうまでもな〈基地収入による
ものロ
(3) 琉球列島米国民政府資がによる。ただし前掲『琉餌十年史， 24買による。
(4) 受取に占める輸出額の割合が小さいこと。輸出に比ぺてはるかに輸入の犬なること。
差額が結局円セ ルつまり基地収入でカバ されている点に注意されたU、。
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第4表外貨残高・発行高比較(1951~57年ー各12月末)

ヌ:1持管JE2喜劇発行高倒|差額日
II 平円)1 干円〉

1951 14，703 1，764，471 1，598，073 166，398 

52 26，655 3，198，697 1，870，884 1，327，813 

53 26，542 3，185，094 1，780，912 1，404，182 

54 28，297 3，395，667 2，159，228 1，236，439 

55 35，576 4，269，144 ，3，089，466 1，179，678 i 

56 38，021 1，562，639 3，719，585 813，054 

57 38，144 4，577，322 3，531，146 1，046，172 

(住) w琉額十年史Jl156-158頁記載統計にもとづき算出。 57年のみ3月末。

見返資金勘定が正式に設置されたのは既述のように1951年 4月以降である

が，見返資金は対外援助として沖縄に輸入された物資の売上代金壱B円で回収

したものであるから，もし売上代金の運用において回収超過となれば，それだけ

輸入超過と同様に通貨収縮になることはし、うまでもない。輸入超過が通貨収縮

になるとは一般的にはし、えないが，沖縄のようにはさきの「商業ドノレ資金」に

よる発行制度が存在する場合にはそうならざるをえない。

いま沖縄における「見返資金」の運用状況をみると第5表のとおりであり，

年川町ま 5億~10億円の回収超過(揚超)であり， 1951~55年の 5 年間に31億

円の回収超過#示しているの

第5表琉球見返資金収入及び支出 0951~55年〕 (単位ー百万円)

いにゆイ
収支尻

(揚超ム〕

1951年4月 ~12月 1，412 o I 1，412 448 6 309 123 886 ム 526 
52年1月 ~12月 1，845 199 2，044 650 27 372 o I 1，049 ム 995 
53年 " 1，688 o I 1，688 4口9 25 395 276 1，105 ム 583 
54年 " 1，268 o I 1，268 558 36 178 346 1，118 ム 15日
55年 " 1，165 307 1，472 303 37 276 

。616 ム 856 
合 計 7，378 506 7，884 2，368 131 1，530 745 4，774 ム 3，110

(注) (1) 米国琉球民政府の資料による。ただGW琉銀十年史Jl131頁による。
(2) 政肘稲田金は沖縄畑町境理且附に対する補胡金。
(3) 復金支出とは195C年4月10日軍政府布令第4号により尭足した「琉球復興金融基金」
への繰り入れである。
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見返資金の操作それ自体は，戦後多くの被援助国(日本をも含めて)に例をみ

ることができるし，それがインフ V収束にあたって大きな力を発揮したことは

日本の場合においてもみられたところである。(この点についてくわしくは大蔵省

理財局見返資金課編， r見返資金の記揖~ 1~57'lニ。なお小谷義次『国家資本輸出論J 1959 

年， 194頁以下参照)

しかし沖縄の見返資金において注目されることは，このような操作を通して

蓄積された，つまり回収超過の「見返資金」が r商業ドノレ資金J勘定からの

ドルの購入に向けられたととである。(~琉銀十年史.ll 13日頁)

つまり沖縄の対外受取りに純増が生じ「商業ドノレ資金」のドノレが増加すれば，

当然新しく B円が発行されるはずであるが，このB円壱新しく発行するかわり

に 1見返資金」に回収超過になってたまったB円をもって支払うという形の

運用がなされたのである。外貨受取超壱新規発行円によらず，既発B円の回収

超過分でわレ購入をまかなったため，発行高は外貨保有高を下廻るとしづ結果

が生じたわけである。

見返資金引揚超によるB円のドノレ転換は二つの重要な意味をもっている。一

つはさきの「琉球経済事情」が適切に指摘しているように 1周知のように見

返資金一般はアメリカの援助に根源をもつが，それは援助そのものでも，また

ドノレでもなく，援助のドノレ資金に見合う当該受益国通貨建の資金である。した

がってそれはドルに転換することはありえない」はずのものが沖縄ではドルに

転換するという点である。(前掲『東京銀行月報』所収〕

援助物資のドノレ転換(援助物資売却→B円回収→ドル買入れ)とし、うことは，一

面からすればイ Y ベy トリー・ファイナンλ であるが，一面からみれば援助物

資のドノレによる回収ニドノレ売却に等しい。見返資金をもってこのような外貨へ

のインベントリー・プァイノト:/:;えを行なったのは全〈沖縄のみにかぎられた独

自のものであわしたがって沖縄の見返資金はこの面かちすれば援助の意味を

全く東失することに也なるであろう。

いま一つはこれによって沖縄がE額のドル蓄積をもつことになったことに関
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連している。〔たとえば1955年末のドル保有額35.576千t-')v， B円換算4，269百万円は同

年の沖縄国民所得14，073百万円の300，もにあたる。)

このような巨額の蓄積がもたらされたという乙とは上記の見返資金の運用に

よるのであるが，それは当然増大するはずのB円の増大を抑制したばかりか逆

にB円の不足を結果した。つまりこの蓄積は一種の強制J貯苔を沖縄に課すこと

によってもたらされたともいえるであろう。

この一種の強制J貯蓄はイ ":/7Vの結果としてのそれではな〈デフレ的である

が故に一層直接的であったが，同時にとの場合つぎ忙のベるように，それは吸い

上げられたのこりの所得・資金の再配分過程をも規定するものであった。たと

えば琉球銀行の業種別貸出総額に占める農林水産業の割合は1950年 3}J末の42

%から1953年 3月末には120/0に，一方基地収入・所得に結びついた商業部門は同

じ期間に17~もから 450/0に上昇をとげている。 cr琉銀十年史j 317-318頁より算出)

このデフレ効果(この場合通貨の不足と同時に資金の不足〕は二つの意味壱もっ

ている。一つはこの過程を通して沖縄の体質を一層基地依存型に琢磨したこと

である。というのはドル収入を得たものはとにもかくにも他から吸い上げたB

円にありつけたわけであるから，さきのデフレ効果はかかるものに結びつかな

い部門に強〈作用したはずだからである。だからそれは基地化を促進する一つ

の物資的基盤であったといえよう。いま一つはこれによってB円の増大が輸入

の増大に結合するのを防止したことである。このインベントリーは一般にいわ

れるような通貨価値の安定を目的 C したものではない。 c通貨価値は100%準備
制によって守られてし、る e 物i闘がB円の増大によって騰貴すれば，沖縄の場合には当然

輸入が増大して，事後的にではあるが物価騰貴を沈静する己とになろう。)

恐らくそれは沖縄の最大の輸入先である日本に対するドノレの急速な漏れを，

この段階におし、て抑制すへき必要に出たものと考えられる。ドル蓄積は沖縄ば

かりでなく，日本をもドルの下に琢磨する効果を発揮していたのである。

ところでとの「見返資金1の運用を通しての通貨操作は， 1955年以降ガリオ

ア資金による援助の方式が現物援助による型から直接ドノレ援助型に移行したた
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め，見返資金回収金が急減し円残高が減少したため役に立たなくなった。

ここに見返資金にかわって，通貨操作の役割は「琉球銀行の対米国民政府預

ゲ金」によって荷われることになるのである。この琉銀の対民政府預ケ金は，

当初，琉銀が保有してし、た預金支払準備金を米民政府に預け入れ，その資金を

民政府が運用するという形式から山発したものであった。(同上， 142頁〉

琉銀は預金の支払準備として要求払預金に対して16%，貯蓄性預金について

は 5%としづ高率の支払準備を規定されている。この規定の目的は預金者保護

というよりもむしろ琉銀のもつ信用創造力壱抑制する乙と，つまりさきにのベ

た通貨発行制度の抑止力をとの荊からも確保するものにほかならなかった。発

行制度上の制約および支払準備率規定の制約の結果としての預金に対する現金

準備の高率・多額(過剰準備)の必要なることと同時に預金に対して貸出の割

合が低率なることはメタルの表裏である。(第6表)

1955年以来支払準備金を民政府へ預け入れたことは一層この傾向を強めた。

琉銀はむしろ本来なら過剰準備である筈なのが，預け入れによって手許現金は

過少となりそのことが預貸率の低下に現われ，他面では預ケ金の増大となると

第6表琉球通貨発行高及び琉銀預貸金残高
(1950~57年) (単位ー千円)

々で|発行高問預金残高

1950年12月 1，336，738 382，819 281，943 

51 12 1，598，073 944，729 666，464 

52 12 1，870，884 1，199，104 835，033 

53 12 1，780，912 1，433，117 944，811 

54 3 1，765，723 1，722，154 1，061，649 

55 3 2，367，782 2，244，148 1，075，281 

56 3 3，069，442 2，873，408 1，400，7-48 

57 3 3，531，146 4，004，450 2，165，937 

(%) 

73.6 

70.5 

69.6 

65.9 

61.6 

47.9 

48.7 

54.1 

(11) 50~53 年までは「琉銀一十年史~ 126買による。 54-57年は同j

313-314頁より算出。統計の都合上杭ーした月壱と志ことができ
介?町、 A 十 五.日誌買の草申5e.

第7表琉銀の民政府
預ヶ金(単位百万円)

年 月 用末残高

1955年 6月 O 

8 375 

10 375 

12 375 

56 2 375 

4 675 

6 1000 

8 1200 

10 1200 

12 1300 

57 2 1300 

〔注) 同上， 142頁による。
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いう矛盾した姿を呈しているのはこのためである。(第7表)

なお参考のため琉銀の業種別貸出の推移を示すと第8表のとおりで，ここに

もこの過程での構造変化が投影されてし、るように思われる。(弟己表)

第8表琉球銀行業種別貸出残高(0/0) 

年 月|農林漁業|工業建設業11菱重lその他| 言十

1955年 3月 11.3 35.9 46.1 6.6 100 

9 11.2 41.1 46.0 1.7 100 

56 3 11.9 36.3 16.1 5.7 100 

9 10.3 26.8 5.4.5 8.4 100 

57 3 9.6 24.3 55.3 10.8 100 

(注) (1) .琉餌寸年史dl316-319頁記蹴統計より穿出。 (2)商業ー買易交通伝ど流通サー
ヴィス関連産業の増大，農林漁業の比率低下に注意。工業建設部門の低下は主と
して工業の低下による。 このことは地場産業の相対的伝衰退を意味するものとい
えるであろう。

米国民政府は見返資金にかわってこの琉銀より預け入れ壱うけた支払準備を

もってドル購入に運用し，さらに次第に預金の準備率をよ廻る金額の預け入れ

を要求して，このことを行なったのである。 57年にかけて琉銀の預金は2倍に

も増大していないのに一方琉銀の預ヶ金が3.4倍になっているのはこのことを

物語るものといえよう。この預ケ金の急増期は国際収支の受取超過の急増期に

当るが，この民政府預ケ金による公開市場売オベレーショ Y操作に相当する運

用は当然生ずベき通貨量の膨脹を相殺するものであったことは前の見返資金運

用の場合と同様であ勺た。

と己ろがさきにあげた第4表壱みると，ちょうどこの時期には外貨保有高と

B 円発行高の差額が前の「見返資金」操作のときよりも減少しているようにみ

える。これはB円発行高が「琉球住民の所有に帰するB円の総額」と規定され

ているため，一度預金として吸収され琉銀手持金となったB円が民政府預ケ金

として吸収されても発行残高から落ちないためである。 (f琉銀十年史~ 144頁)

したがって実質的に市中に存在する発行高は第1図の発行高から斜線部分を

差ヲ1，、た額であれ残りは民政府に対する債権として保有されてし、るにすぎな
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い。i'琉球銀行十年史』もこの矛盾をつぎのように表現せざるをえなかった。

「この預ヶ金制による抑制操作は資金のだぶっきから生ずる融資の質の急速な

低下と輸入金融を必要以上に緩和して(傍点筆者)，輸入増による無駄な外貨の

浪費を阻止したという効果もあったが，反面経済の積極拡大すべき機会を遅ら

せたとの見方も成り立つわ吋である。J (向上， 144頁)

第1図琉球の通貨発行高と外貨保有高の推移

外岡為啓清算勘定設定
(57.6.1) 

(注琉銀十年史.ll143頁による。 57.6.1以佳
も発行高が外貨保有高に一致しないのはさきの
発行高の規定による。つまり本来一致すべきも
閉がアメリカの所有にうつされた分だけ少な〈
なっているのである。(本文参照)

1957年 6月 1日に設定された

「外国為普清算勘定Jは戦後沖

縄の通貨制度のこれまでとヮた

超デフレ政策壱根本的に改正さ

せるものであった。

この改正は 1957年 3月以来

米国から沖縄に派遣ぎれた令融

通貨制度調査団の勧告にもとづ

くものであった。 r外国為替清
算勘定」の設定によってドル保

有高とB円発行総額の増減が自

動的に一致する方式に改正され

た。この改正に先立つて，同年

4月に琉球銀行の民政府預金13

億円は同行に返済された。また

従来ドノレ保有高に対して未発行

であった分(援助資金の転化分)

のB円が5月31日に制限預金よ

り民政府一般資金に繰入れられ

(傍点筆者 本来琉球伺lの所有となるべきものがアメリカの所有となったということ)，

6月 1日以降B円総額(発行高十米国民政府関係預金=総B円発行高)はドノレと完

全に一致ずるようになった。(向上， 151頁。なお琉銀『金融経済~1958年10月号所収
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前掲宝村論文)

この結果B円の発行制度はさきにのベた 1000/0のドノレ準備制度=ドノレ為替本

位制の本来の姿にかえったのである。 1957年 6月にみられるこの政策変更がい

かなる理由にもとづくものであるかは本稿の課題ではない。むしろそれは，B円

のドル切替え(1958年9月)に関連する問題だからである。 だがそれはこれま

でのドノレの超過準備策本=起デフレ策があやまりであったことを意味するわけ

Cはない。それは超デソ V策がFでにその使命を終了し，同時にそれがもたら

した諸矛盾が新たな政策指向に対する障害となるにし、たった内外状勢の変化に

もとづくものであコたことは確かであろう。

本 従来の100%外貨準備制度において準備が100%をこえるこ!-.つま~沖縄と同);

超過準備が行なわれなかったというのではない。しかし沖縄のごとくそれが短期的

に，しかも上にのベたような史的先例をみないほどの非合理な手段によって強力的

におしすすめられたことはなかったといってよいだろう。

超デァ ν策は件縄の基地経済化，本土との経済関係を根本的に変化せしめる

ことを 100~殆ドノレ準備制以上に加速化レたのであれまたそれは朝鮮戦争後の

極東情勢の変化と同時に沖縄自体に課された基地佐格の急速な展開と変化に対

応するものであったといえるだろう。回年の朝鮮戦争にはじまる犬規模な基地

建設の開始，対中国緊張の継続.53年のアイゼνハウアーによる Iニュー・ノレ

ッグJ(大量報複戦略その具体的な戦略態勢と Lての周辺戦略)と呼ばれる戦略・戦

、術核兵器の使用を基礎とする戦略態勢の再編成の決定，その具体化としての共

産圏周辺への空軍基地増強，その一環としての54年 3月沖縄における基地拡大

のための軍用地一括買上げ公表，反面白木・韓国からの地上兵力の漸減.1954 

年 4月ヴェトナムにおけるフランスの敗北の結果としてのアメリカによる交代

の決定.56年 1月イ Y ドV ナ三国のフラ Y圏離脱，これらの動向こそすでに48

年にはじまる B円体制への移行の上に更にさきにのベた超デフレ策の強化を継

続・遂行せしめた最大の基線をなす史的標識であろう。




